
 

 

 
第第 44 節節  中中⼭⼭間間地地域域ををははじじめめととすするる農農村村にに⼈⼈がが住住みみ続続けけるるたためめのの条条

件件整整備備  
 
 
中⼭間地域1を始めとする農村は、多様な地域住⺠が⽣活する場ですが、⼈⼝減少や少⼦

⾼齢化が都市に先駆けて進⾏しています。このような中で農村を維持し、次の世代に継承
していくためには、地域コミュニティの維持を⽬的とする「⼩さな拠点」の形成や多⾯的
機能の発揮を促進するための⽇本型直接⽀払等により、農村に⼈が安⼼して住み続けるた
めの条件が整備されることが必要です。 

本節では、これらの取組に係る動向について紹介します。 
 

((11))  地地域域ココミミュュニニテティィ機機能能のの維維持持やや強強化化  
アア  地地域域ココミミュュニニテティィ機機能能のの形形成成ののたためめのの場場とと世世代代をを超超ええたた⼈⼈々々にによよるる地地域域ののビビ

ジジョョンンづづくくりり  
((地地域域のの将将来来像像ににつついいててのの話話合合いい等等をを促促進進))  

農林⽔産省は地域コミュニティの形成や交流のための場づくりを推進するため、平成
12(2000)年度から中⼭間地域等直接⽀払制度の活⽤により、地域コミュニティによる農⽤
地や集落の将来像の明確化、農地、⽔路等の機能の維持・増進を図る共同活動等を⽀援し
ています。 

また、これに加えて、地域住⺠がいきいきと暮らしていける環境の創出を⾏うため、地
域住⺠団体等からなる地域協議会に対して、ワークショップ等を通じた地域の活動計画の
策定や地域の活動計画に掲げられた取組の体制構築、実証活動等を⽀援しています。平成
27(2015）年度から⽀援を開始し、これまで全国で 164 地区の地域協議会が様々な活動に
取り組んでおり、令和 2(2020)年度は、全国で 98 地区の活動計画を⽀援しました。 

 
イイ  「「⼩⼩ささなな拠拠点点」」のの形形成成のの推推進進  
((「「⼩⼩ささなな拠拠点点」」のの形形成成数数がが増増加加))  

地域住⺠が地⽅公共団体や事業者、各種団体と協⼒・役割分担をしながら、⾏政施設や
学校、郵便局等の各種⽣活⽀援機能を集約し、地域コミュニティを維持する「⼩さな拠点」
づくりの取組が平成 23(2011)年から⾏われており、令和 2(2020)年 5 ⽉末時点で、全国で
1,267 か所の「⼩さな拠点」が形成されています(図図表表 33--44--11、図図表表 33--44--22、図図表表 33--44--33)。 

関係府省庁が連携し、遊休施設の再編・集約に係る改修や、廃校施設の活⽤等に取り組
む中、農林⽔産省は、農産物加⼯・販売施設や地域間交流拠点等のほか、「⼩さな拠点」間
や「⼩さな拠点」と周辺集落の間を結ぶ農道を始めとしたインフラの整備を⾏っています。 

 
1 ⽤語の解説２(7)を参照 
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図表 3-4-3 「⼩さな拠点」の都道府県別形成数 

資料： 内閣府地⽅創⽣推進事務局「⼩さな拠点の形成に関する実態調査」を基に農林⽔産省作成 
注：1) 令和 2(2020)年 5 ⽉末時点 

2) 市町村版総合戦略に位置付けのある⼩さな拠点の数 
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図表 3-4-1 「⼩さな拠点」のイメージ 
集落生活圏

集集落落 集集落落

集集落落

集集落落

旧旧役役場場庁庁舎舎

ススーーパパーー
跡跡地地

郵郵便便・・ATM 小小学学校校

ガガソソリリンン
ススタタンンドド

道道のの駅駅

例：旧役場庁舎を
公民館等に活用

例：コミュニティバス等により交通手段を確保

例：道の駅に直売所等を併設

診診療療所所

例：付加価値の高い
農林水産物加工場

例：地域資源を活かした作物
を栽培、道の駅で販売

例：集落の女性組織による
６次産業化商品の開発

例：小学校の空きスペースや
廃校舎を福祉施設等に活用

例：撤退後のスーパーを
集落コンビニ等に活用

資料：内閣官房まち・ひと・しごと創⽣本部事務局、内閣府地⽅創
⽣推進室「住み慣れた地域で暮らし続けるために〜地域⽣活
を⽀える「⼩さな拠点」づくりの⼿引き〜」 

図表 3-4-2 「⼩さな拠点」の形成数 

資料： 内閣府地⽅創⽣推進事務局「⼩さな拠点の形成に関する実
態調査」を基に農林⽔産省作成 

注：1) 各年 5 ⽉末時点 
2) 市町村版総合戦略に位置付けのある⼩さな拠点の数 
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((22))  多多⾯⾯的的機機能能のの発発揮揮のの促促進進  
((多多⾯⾯的的機機能能⽀⽀払払制制度度をを着着実実にに推推進進))    

農業・農村の多⾯的機能1の維持・発揮を⽬的
として、「農業の有する多⾯的機能の発揮の促進
に関する法律」に基づき、平成 26(2014)年度か
ら⽇本型直接⽀払制度2が実施されています(図図
表表 33--44--44)。 

この⽇本型直接⽀払制度のうち、多⾯的機能
⽀払制度は、農地維持⽀払と資源向上⽀払の⼆
つから構成されています(図図表表 33--44--55)。農地維
持⽀払は、地域共同で⾏う農地法⾯

のりめん
の草刈りや

⽔路の泥上げ等の地域資源の基礎的な保全活動
等を対象としています。また、資源向上⽀払は、
⽔路や農道等の軽微な補修等の地域資源の質的
向上を図る共同活動等を対象としています。 

 

 
1 ⽤語の解説4 を参照 
2 多⾯的機能⽀払制度、中⼭間地域等直接⽀払制度、環境保全型農業直接⽀払制度の三つの制度から構成 

資料：総務省、国⼟交通省「過疎地域等における集落の状況に関する現況把握調査報告書」を基に農林⽔産省作成 

((ココララムム))  中中⼭⼭間間地地域域でではは集集落落機機能能がが低低下下傾傾向向   
集落は、資源管理機能(⽔⽥や⼭林等の地域資源の維持保全に係る集落機能）、⽣産補完機能(農林

⽔産業等の⽣産に際しての草刈り、道普請
み ち ぶ し ん

等の相互扶助機能）、⽣活扶助機能(冠婚葬祭等⽇常⽣活に
おける相互扶助機能）を有していますが、中⼭間地域ではこれらの集落機能の低下傾向が⾒られます。

総務省、国⼟交通省の条件不利地域を対象とした調査によると、平成 22(2010)年から令和元(2019)
年にかけ、集落機能の維持状況について「機能低下」⼜は「維持困難」と回答した割合は、中間農業
地域では 6.3 ポイント増加し 19.5％、⼭間農業地域では 7.9 ポイント増加し 37.6％となっています。

（（中中間間農農業業地地域域））  （（⼭⼭間間農農業業地地域域））  
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資料：農林⽔産省作成 

⽇⽇本本型型直直接接⽀⽀払払制制度度

【農地維持⽀払】
農地法⾯の草刈り等の地域資源の
基礎的保全活動等を⽀援

【資源向上⽀払】
⽔路、農道、ため池の軽微な補修
等の地域資源の質的向上を図る
共同活動等を⽀援

多⾯的機能⽀払制度

農地法⾯の草刈り

⽔路の補修

中⼭間地域等の条件不利地域の
農業⽣産活動の継続を⽀援

中⼭間地域等直接⽀払制度

中⼭間地域

⾃然環境の保全に資する農業⽣産
活動を⽀援

環境保全型農業直接⽀払制度

有機農業

図表 3-4-4 ⽇本型直接⽀払制度の概要 
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農地維持⽀払については、令和元(2019)年度
の取組⾯積が、農⽤地⾯積1の 55％にあたる 227
万 ha となっています。また、活動組織のうち
947 の組織が広域活動組織として活動しており、
前年度と⽐較すると 48 組織増加しています。 

資源向上⽀払のうち地域資源の質的向上を図
る共同活動については、令和元(2019)年度の取
組⾯積が、農⽤地⾯積の 48％にあたる 201 万
ha となっています。また、資源向上⽀払のうち
施設の⻑寿命化のための活動は、令和元(2019)
年度の取組⾯積が、農⽤地⾯積の 18％である
74 万 ha となっています。 

令和 2(2020)年度からは、甚⼤な⾃然災害時
に対象組織間で交付⾦を融通できるよう制度の
⾒直しが⾏われました。例えば、異常気象時に
災害復旧費が不⾜し⾃⼰負担をせざるを得ない
場合に、同交付⾦を受ける他の活動組織の余剰
⾦を災害復旧費に充当することができるように
なり、早期の営農再開が可能となりました。ま
た、資源向上⽀払の対象である多⾯的機能の増進を図る活動として、従来の医療・福祉と
の連携に加えて、やすらぎや教育の場としての機能増進を図る活動も対象となったほか、
防災・減災⼒の強化として災害時における応急体制の整備も対象となりました。 

 

 

 
1農⽤地区域内の農地⾯積に農⽤地区域内の採草放牧地⾯積(ともに平成30(2018)年時点、農林⽔産省調べ)を加えた⾯積 
 

 
⼤分県宇佐

う さ
市

し
岩崎
いわさき

地区は、平成 24(2012)年６⽉に多⾯的機能⽀払
制度を活⽤して、「岩崎農地⽔環境保全組合」を設⽴しました。 

同組合では、農村の混住化が進む中、⾮農業者等の参加者のアイデ
アを活⽤し、⽣態系保全活動や学校教育との連携等の様々な活動が⾏
われています。 

例えば、集落の外縁にある河川からの取⽔施設周辺に繁茂した特定
外来⽣物のオオフサモについて、同組合が重機による⼤掛かりな駆除
を⾏うことで、それ以降は⽇常的な管理作業の⼀環として⼿作業で容
易に駆除することができるようになり、維持管理の負担の軽減にもつ
ながるとともに、在来⽣物の保全が図られました。 

また、個々の農家が⾏うには負担が⼤きいことから断念されていた
⼦供の農業体験についても、同組合員が協⼒して、地元の⼩学校や地
域の⼦供会で実施するなど、地域コミュニティの強化等の活性化にも
つながっています。 
 

重重機機をを使使っったた特特定定外外来来⽣⽣物物
のの駆駆除除  

資料：岩崎農地⽔環境保全組合 

((事事例例))  多多⾯⾯的的機機能能⽀⽀払払制制度度をを活活⽤⽤ししたた⽣⽣態態系系保保全全等等のの取取組組((⼤⼤分分県県))  

図表 3-4-5 多⾯的機能⽀払制度の概要 

資料：農林⽔産省作成 
注：令和元(2019)年度の取組⾯積 

地域資源の質的向上を図る共同活動

未未舗舗装装農農道道のの舗舗装装 素素堀堀りり水水路路かかららのの更更新新

【農地維持支払】

農農道道のの路路面面維維持持水水路路のの泥泥上上げげ

ひひびび割割れれのの補補修修

多多面面的的機機能能支支払払制制度度のの構構成成、、活活動動例例とと取取組組面面積積

生生ききもものの調調査査

【資源向上支払】

施設の長寿命化のための活動

（農用地面積※415万ha）

227

201

74

取組面積 227万ha
（55%）

取組面積 201万ha
（48%）

取組面積 74万ha
（18%）

※農用地区域内の農地面積に農用地区域内の採草放牧地面積
（ともに平成30(2018)年時点、農林水産省調べ）を加えた面積

（農用地面積※415万ha）
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((中中⼭⼭間間地地域域等等直直接接⽀⽀払払制制度度第第 55 期期対対策策にによよりり⽀⽀援援をを強強化化))  
中⼭間地域等直接⽀払制度は、平地に⽐べ⾃然的・経済的・社会的に不利な営農条件下

にある中⼭間地域等での農業⽣産活動を継続することを⽬的として平成 12(2000)年度に
始まり、現在は⽇本型直接⽀払制度の⼀つとして実施されています。令和元(2019)年度の
交付⾯積は、前年度からほぼ横ばいの 66 万 5 千 ha であり、対象農⽤地⾯積に対する交
付⾯積の割合は 84％となっています。 

本制度は、施策の評価を第三者委員会において実施しつつ５年ごとに対策の⾒直しが⾏
われており、令和 2(2020)年度からは第 5 期対策が始まっています。第 5 期対策では、交
付⾦の返還措置が⾒直されるとともに、農⽤地や集落の将来像の明確化を図る集落戦略の
作成や集落の地域運営機能の強化、棚⽥の保全や地域の振興を図る活動等、将来に向けた
前向きな取組への⽀援が強化されています。 

 
 

((環環境境保保全全型型農農業業直直接接⽀⽀払払制制度度第第２２期期対対策策でではは対対象象ととななるる取取組組をを拡拡⼤⼤))  
環境保全型農業直接⽀払制度は、化学肥料・化学合成農薬を原則５割以上低減する取組

と併せて⾏う地球温暖化防⽌や⽣物多様性保全等に効果の⾼い営農活動の⽀援を⽬的とし
て平成 23(2011)年度に始まり、現在は⽇本型直接⽀払制度の⼀つとして実施されています。
⽀援の対象となる取組には、カバークロップ(緑肥)の作付けや堆肥の施⽤、有機農業等の
全国共通取組と、地域の環境や農業の実態等を勘案した上で都道府県が申請を⾏い、 地域
を限定して取り組むことができる地域特認取組があります。令和元(2019)年度の実施⾯積
は、前年度からほぼ横ばいの 8 万 ha で、実施市町村数は全市町村の 52％にあたる 887 市
町村となっています。 

令和２(2020)年度からは第 2 期対策が始まり、多くの農業者が取組を実施できるよう、
全国共通取組にリビングマルチ1や⻑期中⼲し2等の五つの取組が追加されました。また、
地域特認取組の運⽤も⾒直され、地球温暖化防⽌や⽣物多様性保全以外に、⽔質保全等の
効果がある取組も⽀援の対象にすることができるようになるなど、都道府県の裁量が拡⼤
しました。 

 
1 主作物の畝間に緑肥を作付けする取組 
2 ⽔稲の⽣育中期に 10 a 当たり１本以上の溝切りを実施した上で14 ⽇以上の中⼲しを実施する取組 

 
岡⼭県美咲

み さ き
町

ちょう
境

さかい
集落は過疎地域及び特定農⼭村地域に指定され

ており、近隣に棚⽥百選にも選出された「⼤垪和
お お は が

⻄
にし

の棚⽥」や「北 庄
きたしょう

の棚⽥」のある棚⽥地域です。⾼齢化や⼈⼝減少による地域活⼒の低
下への対策として、平成 12(2000)年度から中⼭間地域等直接⽀払制
度を活⽤し、⾚そば「⾼嶺

た か ね

ルビー」の栽培を⾏っています。 
平成 15(2003)年には、中⼭間地域等直接⽀払交付⾦等を活⽤して

棚⽥のそば屋「紅
あか

そば亭
てい

」を開設し、地区内で⽣産されたそばやそば
加⼯品、野菜等を販売しています。 

また、中⼭間地域等直接⽀払交付⾦等により汎⽤型コンバインを⽣
産組合法⼈に導⼊し、法⼈への農地の集積を進めてきました。法⼈が
集積した農地⾯積は平成 23(2011)年の 1ha から令和元(2019)年には
10ha に増加しており、⽣産拡⼤と耕作放棄地の発⽣の防⽌につなが
っています。 

商商品品化化ししたた加加⼯⼯品品  
資料：境集落協定 

 

((事事例例))  中中⼭⼭間間地地域域等等直直接接⽀⽀払払制制度度をを活活⽤⽤ししたた６６次次産産業業化化のの実実現現((岡岡⼭⼭県県))  
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((33))  ⽣⽣活活イインンフフララ等等のの確確保保  
((農農地地付付きき空空きき家家等等のの契契約約数数がが増増加加))  

農村への移住希望者にとって、住宅の確保は、
収⼊の確保とともに重要な課題です。 

国⼟交通省は、⼀部の地⽅公共団体が⾏う、空
き家等の情報サイトを⼀元化した Web サイトを
平成 30(2018)年に開設し、「全国版空き家・空き
地バンク」として運営しています。 

同 Web サイトに登録されている物件数は増加
しており、令和 2(2020)年 10 ⽉末時点で１万
1,048 件となっています(図図表表 33--44--66)。このうち
495 件が農地付き空き家となっています。また、
同 Web サイト開設以降、契約件数も増加してお
り、同年 10 ⽉末時点で 630 件の農地付き空き家
を含む約 6 千件が契約されています。 

 
 
 
 

農農地地付付きき空空きき家家  
資料：国⼟交通省 

図表 3-4-6 全国版空き家・空き地バンクの
登録物件数 

資料：国⼟交通省資料を基に農林⽔産省作成 
注：1) 各年 10 ⽉末時点での掲載中の物件数 

2) 株式会社 LIFULL とアットホーム株式会社が運営する
Web サイトの掲載数を合計した数 
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